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問題

高度経済成長を境に子どもの外遊びの場が失われ、情

報化社会の進展に伴う子どもの遊びの変容とも相まっ

て、群れ遊びをする子どもたちの姿が見られなくなった

と指摘されている（仙田,1992）。一方で、地域の中で放

課後に異年齢の子どもたちが空き地などで群れ遊びを

し、その遊び集団のなかで子どもたちの社会性が育まれ

ていくことも広く言われている（村井,2007）。また現在

では子どもの放課後生活の貧困化も叫ばれており、学童

保育は、生き生きとした生活と遊びの場を提供し、多様

な人々との関わりを通して児童の社会化の発達を促す役

割への期待が増している（西本・土屋・斎藤,2011）。さ

らに、昨今、共働きの家庭やひとり親家庭の増加から、

昼間留守家庭の子どもの数は着実に増加している（村井,

2007）。加えて、小学生を対象とした事件が相次いでおり

（平田,2007；村井,2007）、放課後の子どもの安全で適

切な育ちの場の確保は急務となっている。

１.学童期の子どもの発達における課題

学童期は、一般的に小学校入学から卒業にかけての時

期、つまり６歳～12歳の時期をいう。学童期は、人格の

基礎が形成される幼児期と、第二次性徴とともに親から

精神的に自立して自己を確立していく思春期の間に位置

する時期であり、幼児期の営みを受け、そして思春期に

繋がっていく大事な一段階であるといえる（安藤,

2006）。文部科学省（2014）によれば、小学校低学年の時

期における子どもの発達において、重視すべき課題とし

て、以下の２点が挙げられている。

①「人として、行ってはならないこと」についての知

識と感性の涵養や、集団や社会のルールを守る態度など、

善悪の判断 や規範意識の基礎の形成

②自然や美しいものに感動する心などの育成（情操の

涵養）

また、小学校高学年の時期に おける子どもの発達にお

いて、重視すべき課題としては、以下があげられる。

・抽象的な思考への適応や他者の視点に対する理解

・自己肯定感の育成

・自他の尊重の意識や他者への思いやりなどの涵養

・集団における役割の自覚や主体的な責任意識の育成

・体験活動の実施など実社会 への興味・関心を持つ

きっかけづくり

上記のような能力の育成には、遊びを通して養うこと

が重要であると言われており（開・柿森,2009）、放課後

活動もこうした能力の育成に重要な役割を果たすことが

予想される。よって現在、どのような放課後活動がなさ

れているか概観することとし、まず「放課後子どもプラ

ン」について紹介する。

２. 放課後子どもプラン」の実施過程

2007年度から放課後児童対策事業として「放課後子ど

もプラン」の実施が決定された。「放課後子どもプラン」

とは文部科学省管轄の「放課後子ども教室推進事業」と

厚生労働省管轄の「放課後児童健全育成事業（放課後子

どもクラブ、通称：学童保育）」とが一体的あるいは連携

という形態をとって運営される事業である。「放課後子ど

もプラン」の目的は、地域社会の中で、放課後や週末等

に子どもたちが安心して、健やかに育まれるような居場

所づくりを推進していくため主として市町村が事業主体

として「放課後子どもプラン」を推進していくものであ

るとされる。そこで、学習の場、体験の場、交流の場、

遊びの場、生活の場の5つの場を放課後の子どもの居場

所として各小学校に設けることが計画されている（全国

学童保育連絡協議会,2007）。まずはここで、両省におけ

る事業について紹介したい（Table 1）。

まず、厚生労働省は、1963年に放課後留守宅の子ども
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たちを対象とする学童保育補助事業を開始した。1970年

代から幅広く様々な層から、国の制度化を求める署名活

動などが展開された。そして、1997年６月に児童福祉法

が改正され（1998年４月施行）、厚生省所管の「放課後児

童健全育成事業」として、法律の中に位置づけられるこ

とになった。以後、行政の枠組みとしては、「放課後児童

クラブ」との名称が用いられ、指導員の位置づけもなさ

れた。「放課後児童健全育成事業」は、児童福祉法第６条

の３第２項の規定に基づき、保護者が労働等により昼間

家庭にいない小学校に就学しているおおむね10歳未満

の児童（放課後児童）に対し、授業の終了後に児童館等

を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全

な育成を図るものである。

一方、文部科学省では、未来の日本を創る心豊かでた

くましい子どもを社会全体で育むため、2004年度から

2006年度まで緊急３カ年計画として「地域子ども教室推

進事業」を実施した。具体的には、地域の大人の協力を

得て、学校等を活用し、緊急かつ計画的に子どもたちの

活動拠点、すなわち居場所を確保し、放課後や週末等に

おける様々な体験活動や地域住民との交流活動等を支援

するものであった。その後、2007年度より、「地域子ども

教室推進事業」と踏まえた取り組み、国の支援の仕組み

を変更した補助事業である「放課後子ども教室推進事業」

を創設した。「放課後子ども教室推進事業」は、小学校の

空き教室等を活用して、地域の様々な人の参画を得て、

子どもたちとともに行う学習やスポーツ・文化活動等の

取り組みを支援するものである。具体的な活動内容は地

域によってさまざまであり、事業の主な実施主体である

市町村が決定・実施するという形態をとっている。また

全児童を対象としている。

このような２つの背景を持つ「放課後子どもプラン」

であるが、課題もあるのが実情である。まず、「一本化あ

るいは連携して実施」と明記しているにも関わらず、２

つの事業をどのように関連付けて実施していくのか、具

体的な内容が示されていないため、現場で混乱を招いて

いる可能性が示唆されている（森下・松浦,2011）。また、

「放課後子どもプラン」の目的は、地域社会において子

どもの安全で健やかな居場所づくりを推進していくため

主として市町村が事業主体として総合的な放課後対策を

推進していくものであるとされるのだが、実態は教育委

Table 1 放課後子どもプラン推進事業」

放課後子ども教室推進事業（文部

科学省）

放課後児童健全育成事業（厚生労

働省）

趣旨 すべての子どもを対象として、安

全・安心な子どもの活動拠点（居

場所）を設け、地域の方々の参画

を得て、学習やスポーツ・文化芸

術活動、地域住民との交流活動等

の機会を提供する取り組みを推進

する。

共働き家庭など留守家庭のおおむ

ね10歳未満の児童に対して、放課

後に適切な遊びや生活の場を与え

て、その健全な育成を図る。（児童

福祉法第６条２第２項に規定）

実施か所

数

8,719か所（平成21年度） 18,479か所（平成21年５月）

実施場所 小学校 70.1％

公民館 11.2％

児童館 3.6％

その他 15.0％

小学校（余裕教室）28.6％

小学校（専用施設）20.5％

児童館14.2％

その他36.7％

開設日数 121.6日（平成21年度平均） 原則として長期休暇を含む年間

250日以上

指導者 地域の協力者等 放課後児童指導員（専任）

子育てビ

ジョン

「放課後子どもプラン（放課後児童クラブ・放課後子ども教室）」の推

進

「放課後子どもプラン」などの取組について、全小学校区での実施を

図るため、放課後児童クラブと放課後子ども教室を連携して実施する

総合的な放課後児童対策を推進します。
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員会と福祉局・課との二分化状態が克服されず、総合政

策化している市町村は少ない（森下・松浦,2011）。

３.学童保育

学童保育は施設数・利用する子どもの数、共に近年増

加している。その促進要因として、堀川・園川・中嶌

（2012）は共働き世帯の増加、ひとり親家庭の増加、地

域環境の変化の３点を挙げている。

①共働き世帯の増加

学童保育は、小学生の子どもたちが過ごす家庭に代わ

る毎日の生活の場である（厚生労働省,2009）。学童保育

は、働く女性の増加に伴い、仕事と子育てを両立させた

いとの要望から増えてきた（堀川他,2012）。共働き家庭

にとっては、保育所を卒園した後も安心して子どもを預

けられる施設が必要であり、そうでないと働き続けるこ

とが難しくなる。少子化対策や仕事と子育ての両立支援

のためにも必要な施策である。

②ひとり親家庭の増加

ひとり親家庭は年々増えており（厚生労働省,2014）、

働かなくてはならない現実に直面している例は少なくな

いことが考えられる。2010年の国勢調査では、母子のみ

により構成される母子世帯数は約76万世帯、父子のみに

より構成される父子世帯数は約９万世帯である。中でも

母子家庭の増加は母親が働かなくてはならないという状

況に直面し、放課後児童の保育が必要となる。ひとり親

家庭が増加している現状は、学童保育の必要性に繋がっ

ていくといえる。

③地域環境の変化

少子高齢化の進行や働く母親の増加に伴い、子どもた

ちを取り巻く環境が変化していることが指摘されている

（中,2003）。このような現代では、子どもたちは地域で

群れで遊ぶことは少ない。仲間との遊びを体験できる場

でもある学童保育の役割は、子育て支援の一環として重

要であるといえる。

本論 ―放課後活動に関するレビュー―

１.学童期の保育の必要性

以上のような背景を持つ学童保育であるが、学童期の

子どもにとっての「保育」とはどのようなものであり、

どのようなものが必要であるのだろうか。保育の必要性

について、村井（2007）は、小学校低学年の児童にとっ

て、親あるいは親に代わる大人が、その保護と成長に何

らかの責任を負うという意味での「保育」が乳幼児期に

引き続いて必要であることを検証した。そこでは、５つ

の理由から、児童、特に学童期前期のおおむね10歳未満

の子どもへの保育の必要性が主張されている。以下、保

育の必要性における５つの観点について説明する。

①小学校入学に伴う共働き家庭の増加

子どもの小学校入学後、小学校生活になれたのを機に

仕事を始める母親が多いことから、子どもが学校から帰

宅した際に親が家にいない可能性が高く、児童の放課後

を親に代わって見守る何らかの大人の必要性があると述

べている。

②安全性の確保

小学校入学以前は両親や祖父母、ベビーシッターなど

により送り迎えを受けていた子どもが、小学校入学を境

にひとりで歩いて登下校するようになる。それは、交通

事故や犯罪に巻き込まれるなど移動に危険を伴うことに

なる。さらに、帰宅後も、子どもがひとりで、あるいは

子どもたちだけで過ごすことが多くなることから、安全

性の確保のためにも大人による保育が必要であると述べ

ている。

③生活の質の確保

野平・吉見（2004）の「現代の子どもたちは生活技術

の経験、自然体験が不足している」という指摘を受け、

指導員が「手伝い」や「仕事」として子どもに様々な生

活経験をさせることで、その生活技術の形成に関わると

主張している。また、子どもの生活をある程度管理し、

そのリズムを調整する大人の存在も必要であると述べて

いる。

④ケアリングの質

保護者や担任教師以外に、その児童のために何らかの

ケアという行為を行おうとする大人の存在は、「重要な他

者」として、その子どものその後の世界に対する基本的

信頼感と、人間形成に大きな影響を及ぼすと考察してい

る。保育士の専門性としてのケアリングの質が、児童の

保育においても必要であることが示唆された。

⑤依存から自立へ

大人への依存から自立へと向かう学童期の児童の自立

性の発達には目を見張るものがあり、児童の中でも特に

学童期前期のおおむね10歳未満の児童への保育が必要

であると主張されている。

以上のように、学童期前期の児童には乳幼児期とは異

なったあり方における保育が必要であることが示唆され

ている。特に、依存と自立のあいだで揺れる学童期の児

童への保育は、完全に保護者の庇護下にあった乳幼児期

とは異なり、一人一人の状態に合わせた接し方をしてい

く必要がある。
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２.放課活動の実際

それでは、実際、放課後にはどのような活動がなされ

ているのであろうか。

放課後クラブの運営の仕方は各自治体に任せられてい

る。2007年に厚生労働省が発行した「放課後児童クラブ

ガイドライン」には、各クラブの運営にあたって必要な

基本的事項をまとめ、望ましい方向性が示されている。

ガイドラインでは、たとえば対象児童は保護者が労働等

により昼間家庭にいない小学校１～３年に就学している

児童（その他、健全育成上指導を要する児童）であるこ

とや、規模はおおむね40人程度までとすることが望まし

いということなどが示されている。そのほか、放課後児

童指導員が活動する際の留意点や、保護者への支援につ

いて、学校や地域との連携について、さらには防災対策

や要望への対応、事業内容の向上についてなど、放課後

児童クラブの運営が一層充実されるために必要なガイド

ラインが示されている（Table 2）。

赤星・岩坂・山本（2011）はＹ県で実施されている学

童保育の運営状況を調査し、学童保育でどのような活動

がなされているか把握したうえで、学童保育の空間問題

についての課題を指摘している。Ｙ県の学童保育がどの

ような場所で運営されているか、また、その施設の空間

設備について、さらには学童保育でなされる遊びの種類

について訪問調査とアンケート調査を実施し、結果にま

とめている。学童保育の実施施設としては、ふれあいセ

ンターなどの地域施設、小学校の余裕教室、保育園・幼

稚園、学童保育専用施設、児童館などが挙げられ、①小

学校の余裕教室、②児童館併用、③学童保育専用施設、

④その他の専用施設内、の４つのタイプに分けた。また、

Ｙ県Ｕ市では2010年の登録児童数が1400名を超し、分

割が必要とされている70人超の学童保育が２か所ある

ことが示されていた。学童保育に設置されているスペー

スについては、①屋外遊びのスペース、②室内遊び（運

動）のスペース、③室内遊び（ままごと）のスペース、

④静養スペース、⑤勉強スペース、⑥読書スペース、⑦

台所設備（児童の使用が可能なもの）、⑧台所設備（職員

用）の８種類に区分された。最後に、遊びの状況につい

ては、まず、外遊びのスペースが「ある」と回答したの

は60％、「ない」と回答したのが40％であったと報告して

いる。外遊びの例としては、鬼ごっこやだるまさんが転

んだなどの道具を必要としない遊びや、サッカーやドッ

ジボールなど道具やある程度のスペースが必要な遊びが

挙げられた。室内遊びの例としては、トランプや折り紙、

ままごとなどが挙げられていた。

また、西本（2013）は、学童保育でなされている活動

として、放課後の時間に行われる遊びや学習やおやつ以

外に、「土曜講座」があることを報告している。地域の人

が指導員やアドバイザーの役割をし、スポーツや文化芸

術等の体験活動を行っている。内容としては、英語、お

茶、お琴、絵本作り、野外体験など多岐にわたり取り組

まれている。１回２時間程度の講座であり、年間６回か

ら12回程度実施されており、市内のどの小学校の児童で

も参加できるということである。また、教科の補充学習

を行う活動も報告されている。この活動は週１回、年間

27回程度開催される。これは、開催校の児童のみが参加

できるというシステムであり、１時間程度宿題や自分の

持参した課題を学習することが基本となっている。これ

らの活動は、活動拠点となる教室や日程が固定化されて

いることから、参加者の関係性の構築において優れてい

ると考察している一方で、送迎の問題から生じる参加者

数の停滞や、特別な支援を要する参加者への対応の限界

について述べられている。

さらに、学童保育以外の放課後活動の例としては、李・

中野・孫・朴（2011）の報告がある。李らは、岩手県奥

州市のホワイトキャンパス、東京都大田区の放課後補習

教室の２つの事例を挙げ、子どものトータルな発達のた

めの総合的な放課後対策を作るにあたって必要な視点を

考察している。ホワイトキャンパスは旧消防署に開設さ

れた、子どもの居場所としての機能を持つ場である。子

どもたちが主体となって建物の名前を決めたり、レイア

ウトやペンキ塗り、施設の使い方などを決めたという経

緯がある。子どもの意見を取り入れつつも大人たちの支

Table 2 放課後児童クラブガイドライン（一部)

対象児童 保護者が労働等により昼間家庭にいない

小学校１～３年に就学している児童。そ

の他、健全育成上指導を要する児童も加

えることが出来る。

規模 おおむね40名程度まで。最大70名まで

が望ましい。

開所日・開

所時間

子どもの放課後の時間帯、地域の実情や

保護者の就労状況を考慮して設定する。

施設・設備 生活の場としての機能が十分確保される

よう留意すること。児童１人あたりおお

むね1.65m以上を確保することが望ま

しい。

職員体制 放課後指導員を配置すること。児童の遊

びを指導する者の資格を有する者が望ま

しい。
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えによって子どもの居場所づくりが実現された例であ

る。ホワイトキャンパスの特徴は決められた活動やプロ

グラムはあえて作っていないということである。これに

より、子どもたちは自分で活動を決めて、企画し、仲間

と一緒に活動し、気持ちを語り合うことを通して自主性

や連帯性を培っていくことが出来ると李らは考察してい

る。東京都大田区の放課後補習教室は、大田区が行う「お

おた教育振興プラン」のうちの１つである。講師体制は、

学校の教員が行う場合と、区に登録された学習指導講師

が行う場合があり、授業は年間140時間と見積もられて

いる。基礎学力の向上・定着という目的のもと、区独自

の学力テストの結果に基づきながら、区指定のウェブ

ページからダウンロードできるプリント等を用いて学習

の習熟度を測り、段階を踏んで学習できるシステムを構

築している。対象は各小学校によってさまざまである。

このような支援は、同一学校内における学力格差を埋め

る効果あると考察している。

さらに近年は、学童保育でのおやつの時間を利用して、

食育教育を進めるという動きもみられる。たとえば、乾・

前澤・三浦・伊藤（2013）は、「食事の大切さや食事マナー

を理解して、食に興味を持ち自分の食生活を見直そう」

という目的で、学童保育の時間に5回にわたって食育に

ついての教育を実践した。実践を行った学童保育所の概

要はTable 3のとおりである。

また、実践内容についてはTable 4のとおりである。

まず第１回目は、主食、主菜、副菜とは何かを伝え、そ

の後、ご飯を主食とした場合の配膳についてランチョン

マット作りを通して学んだ。第２・３回目には、おやつ

を参加者自身が作るという体験をし、その体験を踏まえ

て、おやつの大切さについて学んだ。第４回目は、配膳

の位置を示した“食育パズル”を用いて食事のバランス

について学び、最終回である第５回目は全体の復習と

なっていた。作成したランチョンマットを帰宅後に親に

見せて会話をしたり、主食・主菜・副菜について学んだ

ことで家での食事について親子で話題になったり、品数

が少ないことに気付くという変化があったことが報告さ

れた。しかし、食育活動で知識を身につけることが出来

た一方で、実際の食生活に活かすことの限界も示唆され

ている。子どもだけでは食に対する意識の継続は難しく、

保護者や日ごろから関わりの多い指導員への働きかけも

重要になると指摘している。

また、石井・矢野・鈴木（2012）は、放課後教室での

牛乳提供を実践し、その効果について考察している。小

学校の指定された教室に牛乳用の冷蔵庫を設置し、200

mlパックの新しい牛乳を業者が入れるよう手配してお

く。その牛乳を、放課後教室を利用する児童一人一人に

与え、その場で飲ませることにより、児童に牛乳を提供

した。さらに、冷蔵庫のある教室に常駐している指導員

が牛乳を飲むことのよさを指導したりするようにした。

放課後教室での牛乳提供によって、間食が少なくなり帰

宅後も夕飯を残さずに食べることや、思い切り遊んだあ

とに牛乳を飲んで帰宅準備をするという流れが生まれた

ことで子どもに落ち着きが見られるようになったことな

どが牛乳提供の効果として挙げられた。放課後教室での

牛乳提供は、児童の牛乳をはじめとする食に対する意識

を変えていく指導法の１つになる可能性があることが示

唆されている。

Table 3 食育教育の実践を行った学童保育所の概要

対象児童 幼稚園、小学校１～４年生

開所時間 平日：14：55-18：30

休日や夏休みなどの長期休暇中：8：

00-18：30

規模 実施時（Ｈ23）は39名

指導員 指導員は９名（内２名が学生アルバイ

ト）、１日あたり６名体制

施設 施設開設場所は公立幼稚園内の一室。子

どもたちは施設屋内や園庭、すぐ隣にあ

る公立小学校の校庭で過ごしている。

Table 4 食育教育についての実践内容

内容

第１回目 ＜オリジナルランチョンマット作り＞

・主食、主菜、副菜について

・主食、主菜、副菜、汁の基本的な配膳

第２回目 ＜おやつ作り（蒸しパン）＞

・第１回目の復習

・おやつの役割について

第３回目 ＜おやつ作り（おにぎり、ポテトサラダ）＞

・第２回目の復習

・ジュースに含まれる砂糖の量について

第４回目 ＜食育パズルを用いた遊び＞

・第１回目の復習

・主食、主菜、副菜、汁の組み合わせ

第５回目 ・第１回目～第４回目までの復習
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考察

以上で学童保育に関する現状を述べたが、本章では学

童保育の限界と課題について考察する。

まず、共働き家庭やひとり親家庭の増加、地域環境の

変化から、学童保育の利用者数と学童保育施設数は年々

増加傾向にあり、今後も増加していくことが予想される。

学童保育への需要がますます広がる中で、学童保育施設

数が急増してもまだ追い付かず、利用者数が過多の状態

となる「学童保育の大規模化」が深刻な問題となってい

る。厚生労働省の放課後クラブガイドラインでは１つの

学童保育に対して40名程度までが望ましく、最大でも

70名としている。また、全国学童保育連絡協議会「私た

ちが求める学童保育の設置・運営基準」では、40人以上

では複数の施設に分けることが提言されており、また、

こども未来財団の委託調査でも「適性規模は30人、定員

を決める場合は35名まで」としている。しかし、それら

を超えて運営しているという現状がある。「安全で安心で

きる毎日の生活の場」を保障する学童保育の役割が果た

せない事態が広がることも考えられる。

また、学校週５日制の導入に伴い、学校における保護

が１日少なくなり、その１日を家庭が担うこととなった。

しかし、土曜日は日曜祝日とは異なり、実際に多くの労

働者が土曜日に就業している場合が多い。そのため、親

が就労している家庭にとっては土曜日も子どもの面倒を

見てくれる施設や環境が必要である。よって学童保育の

必要性が高まっていることが考えられる。しかし、土曜

日の活動には、“土曜日＝課外”というメリットを活かし

たプログラムが実施されることもあり、学校以外の環境

で実施されることもある。そういった活動には保護者の

送迎が必要となり、共働き家庭やひとり親家庭など、学

童保育を必要とする家庭にとっては送迎が困難であるが

ゆえに参加できないという状況もある。

このように、学童保育施設の量的な充実は不可欠であ

るが、その活動内容について質的な充実も必要であると

考えられる。学童保育を子どもの人間的な発達を求める

機会と場として望む親も増え、質の高い保育ニーズが求

められている。このような親たちに期待に応えるために

は、学童保育の活動内容を充実させる必要がある。また、

活動内容だけでなく、学童保育指導員の専門性を高める

ことも重要であるといえる。そのため、学童保育指導員

の専門性を確立するための養成カリキュラムを考えてい

く必要があるだろう。また保育士や幼稚園教諭、小学校

教諭の養成内容にとどまらず、家庭や地域との連携のあ

り方や、学童保育に関連する法律や制度の知識、発達心

理学などに基づく子どもの成長への理解といった幅広い

知識やスキルも求められる。そのため、学童保育指導員

自身の専門性を高めるだけでなく、多様な専門性を持っ

た指導員を配置することも有効と考えられる。

一方で、学童保育の「学校化」が指摘されている。教

育機関と家庭の中間の立場にある学童保育や放課後は、

児童にとっては緩やかな枠を持った自由な空間であるこ

とが考えられ、プログラムの過度な導入や強制は子ども

の自主性を育てることを阻害するといえる。自由でのび

のびと、同時に安全と安心は保障されるような環境を提

供しつつ、子どもがより充実した放課後を過ごせるよう

大人がサポートすることが重要と考える。
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